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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額等について 

 

新型コロナウイルス感染症の新規陽性者数が増加傾向にあることを踏まえ、   

７月８日の国の対策本部会議において、１ヶ月以上の長期間にわたる東京都への  

緊急事態宣言の発令及び埼玉県・千葉県・神奈川県へのまん延防止等重点措置の延長

が決定された。 

爆発的な感染拡大を阻止するためには、今後も引き続き、一都三県で緊密に連携し、  

効果的な感染防止対策に全力で取り組んでいく必要がある。 

一方で、これまでの度重なる休業要請や営業時間短縮要請等の措置により、事業者

等は極めて厳しい経営状況に置かれており、今後も事業者に同様の協力を求めていく

ためには、経営状況に応じた適切な支援が不可欠である。 

さらに、引き続き地域の実情に応じて、感染拡大防止や医療提供体制の強化にも 

取り組む必要がある。 

しかしながら、各都県の財政状況が非常に厳しい中、新型コロナウイルス感染症 

対応地方創生臨時交付金の地方単独事業分、事業者支援分はすでに不足しており、 

引き続き実効性のある対策を講じることは困難な状況にある。 

ついては、以下の事項について早急に措置を講じられるよう要望する。 

・ 配分が留保されている事業者支援分２，０００億円を早期に交付すること 

・ 事業者支援分２，０００億円の配分にあたっては、緊急事態宣言等の実施状況や

これまでの感染者数、医療需要など感染状況の実態を反映するとともに、財政力に

かかわらず地域の実情に応じた十分な額を措置すること 

・ 地方単独事業分、事業者支援分を速やかに増額すること 

・ 即時対応特定経費交付金の期限を撤廃すること 

・ 大規模施設等協力金の国負担割合を復元すること 

・ 規模別協力金の下限単価を引き上げるとともに、協力金の迅速な支給に向け、  

事務費を拡充すること 

・ さらに、規模別協力金の早期給付に取り組む場合は、支払回数や確認作業の増 

などにより事務量が大幅に増えることから、事務費等の必要な財源を措置すること 

・ 早期給付後に要請に従っていないことが判明した場合、協力金の返還が発生し、

将来にわたり債権管理が必要なことから、こうした課題を踏まえた制度設計を行う

こと 

・ 回収が不可能となった協力金について、都道府県の財政負担が生じないよう国が

必要な財政措置を講じること 


